
地 基 企 第 ６ 号

平成２８年１月２６日

地方公務員災害補償基金

各 支 部 事 務 長 殿

地方公務員災害補償基金

企 画 課 長

（ 公 印 省 略 ）

「 」 （ ）年金のしおりの交付方法等について の一部改正について 通知

年金のしおりの交付方法等について（平成７年８月１日地基企第５２号）の一部

を別添のとおり改正し、平成２８年４月１日から施行することとしたので、その実

施に遺漏のないように願います。

記

参考１の１の表２中「0.86」を「0.88」に 「0.91（第１級又は第２級」を「0.9、

2（第１級」に 「0.90」を「0.91」に改める。、



「年金のしおりの交付方法等について」の一部改正について

「年金のしおりの交付方法等について」（平成７年８月１日地基企第52号）の一部を次のように改
正する。

参考１の１の表２中「0.86」を「0.88」に、「0.91（第１級又は第２級」を「0.92（第１級」に、「0.90」を「0.
91」に改める。
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「年金のしおりの交付方法等について」の一部改正について（平成 年１月 日地基企第６号）28 26
新旧対照表（傍線部分は改正部分）

○年金のしおりの交付方法等について（平成７年８月１日地基企第 号）52

改 正 後 現 行

参考１ 参考１

傷病補償年金のしおり 傷病補償年金のしおり

地方公務員災害補償基金 地方公務員災害補償基金

１ 傷病補償年金の額 １ 傷病補償年金の額
傷病補償年金の額は、傷病等級に応じて、１年につき、表１ 傷病補償年金の額は、傷病等級に応じて、１年につき、表１

に掲げる額となります。 に掲げる額となります。

表１ （略） 表１ （略）

注１～注２ （略） 注１～注２ （略）

なお、この年金と同一の事由により表２の「同一の事由によ なお、この年金と同一の事由により表２の「同一の事由によ
り支給される他の法令の年金」の項に掲げる年金の支給を受け り支給される他の法令の年金」の項に掲げる年金の支給を受け
る場合には、傷病補償年金の額は、表１に掲げる額に表２の年 る場合には、傷病補償年金の額は、表１に掲げる額に表２の年
金の種類に応じた「調整率」を乗じて得た額に調整されます。 金の種類に応じた「調整率」を乗じて得た額に調整されます。

表２ 表２

同一の事由により支給される他の法令の 調整率( ) 調整率( ) 同一の事由により支給される他の法令の 調整率( ) 調整率( )1 2 1 2
年金 年金

0.73 0.82 0.73 0.82障害厚生年金等及び障害基礎年金 障害厚生年金等及び障害基礎年金
(第 級又 (第 級又1 1
は第 級 は第 級2 2
は ) は )0.81 0.81

0.88 0.92 0.86 0.91障害厚生年金等 障害厚生年金等
（当該補償の事由となった障害について (第 級は （当該補償の事由となった障害について (第 級又1 1
障害基礎年金が支給される場合を除く ) ) 障害基礎年金が支給される場合を除く ) は第 級。 。0.91 2

は )0.90

0.88 0.92 0.88 0.92障害基礎年金 障害基礎年金
（当該補償の事由となった障害について (第 級は （当該補償の事由となった障害について (第 級は1 1
障害厚生年金等又は平成 年一元化法 ) 障害厚生年金等又は平成 年一元化法 )24 0.91 24 0.91
改正前国共済法若しくは平成 年一元 改正前国共済法若しくは平成 年一元24 24
化法改正前地共済法による障害共済年金 化法改正前地共済法による障害共済年金
が支給される場合を除く。) が支給される場合を除く。)
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0.89 0.93 0.89 0.93旧国民年金の障害年金 旧国民年金の障害年金
(第 級又 (第 級又1 1
は第 級 は第 級2 2
は ) は )0.92 0.92

注１～注２ （略） 注１～注２ （略）

２～１１ （略） ２～１１ （略）

参考２～３ （略） 参考２～３ （略）



平成年月日 金曜日 (号外第号)官 報
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